
２０２２年１０月４日・５日

ＬＰガス業界の保安動向について



１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５．災害対応について

６.  その他
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（１）ＬＰガス事故件数等の推移

・１９７９年の７９３件をピークに、マイコンメーター、ヒューズガス栓、ガス警報器の普及により、１９９７年に
は６８件と大幅に減少し、後２００６年以降は経産省からの事故届の徹底指導等により１３９件～２６０件
で推移。

・２０２１年の事故件数は２１２件（前年１９８件から１４件増加、雪害による事故が前年より１９件増加）。

死亡事故は１件（前年同様）。負傷者数は２0人（前年から９人減少（液石法公布の昭和４２年以降最
少））。

3



5件

0件

2件 2件 2件 2件

3件

0件

1件 1件

0件

3件

0件 0件 0件

1件 1件 1件

1件

1件

0件

3件

2件

6件

3件

3件

2件 2件

2件

1件

1件 0件 1件

0件 0件 0件

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

Ｂ級事故のうちＣＯ中毒

その他

１件

6件

2件

1件

・２０２０年の事故１件はA級事故

（２）重大事故（Ｂ級事故）件数の推移等
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事故の分類（概要）

(1) Ａ級事故
次の各号の一に該当するものをいう。
① 死者５名以上のもの
② 死者及び重傷者が合計して１０名以上のものであって、①以外のもの。
③ 死者及び負傷者（軽傷者を含む。）が合計して３０名以上のものであって、①及び②以外のもの。

④爆発・火災等により大規模な建物又は構造物の破壊、倒壊、滅失等甚大な物的被害（直接に生ずる物的被害
の総額が概ね5億円以上）が生じたもの。

⑤大規模な火災又はガスの大量噴出・漏えいが進行中であって、大きな災害に発展するおそれがあるもの。
(2) Ｂ級事故

Ａ級事故以外の事故で次の各号の一に該当するものをいう｡
① 死者１名以上４名以下のもの
② 重傷者２名以上９名以下のものであって、①以外のもの。
③ 負傷者６名以上２９名以下のものであって、①及び②以外のもの。

④爆発・火災等により大規模な建物又は構造物の損傷等の多大な物的被害（直接に生ずる物的被害の総額が
概ね1億円以上5億円未満）が生じたもの。

(3) Ｃ級事故

Ａ級事故及びＢ級事故以外の事故であって、次の「Ｃ１級事故」又は「Ｃ２級事故」のいずれかに該当するもの。
なお、「充てん容器又は残ガス容器の喪失・盗難」は、Ｃ２級事故として取り扱う。

【Ｃ１級事故】①負傷者１名以上５名以下かつ重傷者１名以下のもの。
②爆発・火災等により建物又は構造物の損傷等の物的被害が生じたもの。

【Ｃ２級事故】①Ｃ１級事故以外のＬＰガス事故

4件

1件１件1件 １件0件
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（３）ＣＯ中毒事故件数及び死症者数の推移
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連続で０件

・鹿児島 高校ＣＯ中毒
・山口 ホテルＣＯ中毒
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（４） 原因者別事故件数
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2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

一般消費者等起因

一般消費者等及び販売事業者等起因

ＬＰガス販売事業者等起因

設備工事業者

充てん事業者

他工事業者

器具メーカー

雪害等自然災害

その他

不明

212件

140件

・２０２１年は事故件数は、一般消費者等に起因するものが４６件、一般消費者等及びＬＰガス販売事
業者等の起因するものが５件、ＬＰガス販売事業者等に起因するものが３８件、その他の事業者に
起因するものが７９件、雪害等自然災害によるものが２１件、その他・不明のものが２３件であった。

・一般消費者等起因の事故は燃焼器の取扱いミスなどの消費機器の不適切な使用が１４件と最も多
く、風呂釜やこんろの点火ミス・立ち消えが９件、末端ガス栓や器具栓の誤開放が５件。

・ＬＰガス販売事業者等起因の事故３８件の内訳は次ページ参照。

・他工事業者起因の事故６２件で最も多かった。

195件 203件 198件
212件
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＊ ［参考］ＬＰガス販売事業者等起因による事故の内訳
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（単位：件）

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 5年
平均

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 5年
平均

1北海道 9 22 17 9 16 14.6 25滋賀 3 3 4 0 4 2.8
2青森 2 3 0 0 0 1.0 26京都 2 1 0 1 4 1.6
3秋田 1 1 2 3 5 2.4 27奈良 4 1 1 3 2 2.2
4岩手 2 1 0 1 7 2.2 28和歌山 4 0 1 3 3 2.2
5山形 4 5 4 1 4 3.6 29大阪 7 5 7 7 4 6.0
6宮城 4 2 3 3 2 2.8 30兵庫 5 3 1 1 7 3.4
7福島 10 13 6 3 2 6.8 31鳥取 10 5 5 2 6 5.6
8栃木 1 3 3 6 5 3.6 32岡山 7 3 5 3 1 3.8
9茨城 2 5 2 2 5 3.2 33島根 1 0 1 3 6 2.2
10千葉 10 12 7 8 12 9.8 34広島 3 6 4 12 6 6.2
11埼玉 12 13 13 18 17 14.6 35山口 1 6 4 0 7 3.6
12群馬 7 3 5 5 5 5.0 36徳島 0 1 1 0 0 0.4
13東京 6 9 11 12 7 9.0 37香川 1 0 2 1 1 1.0
14神奈川 21 23 28 23 15 22.0 38高知 2 0 1 0 0 0.6
15新潟 4 9 5 4 5 5.4 39愛媛 0 2 3 3 1 1.8
16長野 6 3 4 9 4 5.2 40福岡 5 6 9 7 10 7.4
17山梨 2 1 1 1 2 1.4 41佐賀 1 3 6 6 2 3.6
18静岡 5 4 5 4 2 4.0 42長崎 1 4 5 5 0 3.0
19愛知 5 3 4 5 9 5.2 43大分 0 3 3 2 1 1.8
20三重 2 0 0 1 2 1.0 44熊本 3 0 2 0 3 1.6
21岐阜 7 8 7 9 7 7.6 45宮崎 1 2 1 3 2 1.8
22富山 3 3 0 2 1 1.8 46鹿児島 0 7 6 1 4 3.6
23石川 4 2 1 2 1 2.0 47沖縄 5 2 2 1 2 2.4
24福井 0 1 1 3 1 1.2 合計 195 212 203 198 212 204.0

（５） 過去５年の都道府県別事故件数

令和３年度液化石油ガス関係事故年報を基に作成 8



（６） 過去５年の都道府県別事故発生率（消費者戸数100万戸当たりの事故件数） （単位：件）

2017年2018年2019年2020年2021年 5年
平均

消費者戸数 2017年2018年2019年2020年2021年 5年
平均

消費者戸数

1北海道 6.2 10.8 5.6 11.0 11.1 8.9 1,438,428 25滋賀 16.4 22.4 22.8 0.0 15.1 15.3 265,112
2青森 6.1 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 432,903 26京都 10.9 0.0 0.0 4.6 18.4 6.8 217,561
3秋田 4.9 9.9 14.9 19.9 20.9 14.1 239,665 27奈良 29.6 7.6 7.7 17.5 11.8 14.8 169,831
4岩手 8.3 0.0 3.2 16.9 17.2 9.1 407,005 28和歌山 20.2 5.1 5.3 12.3 12.4 11.1 242,537
5山形 12.6 12.5 4.2 13.5 13.5 11.3 295,550 29大阪 14.5 14.1 13.3 24.9 14.5 16.3 275,154
6宮城 5.0 3.3 2.2 3.6 3.7 3.6 545,576 30兵庫 8.6 1.7 1.7 2.1 14.5 5.7 481,341
7福島 24.2 15.1 7.7 3.6 3.7 10.9 534,500 31鳥取 65.8 33.6 34.5 14.1 43.0 38.2 139,515
8栃木 2.9 8.9 18.2 9.4 9.5 9.8 527,462 32岡山 12.7 8.5 8.4 6.4 2.2 7.6 463,809
9茨城 4.7 4.8 4.9 6.9 7.0 5.7 714,513 33島根 5.8 6.0 6.0 14.9 30.1 12.6 199,311

10千葉 16.8 11.8 17.1 16.8 17.0 15.9 706,919 34広島 4.5 6.1 6.3 19.6 9.9 9.3 608,060
11埼玉 10.3 10.5 13.3 13.9 14.0 12.4 1,216,269 35山口 3.2 13.3 12.8 0.0 22.2 10.3 315,675
12群馬 17.0 12.4 10.1 9.3 9.6 11.7 521,240 36徳島 0.0 5.6 5.7 4.1 0.0 3.1 213,884
13東京 1.6 4.8 3.1 15.1 15.4 8.0 453,254 37香川 4.2 8.6 8.7 0.0 4.2 5.1 240,652
14神奈川 22.4 32.0 20.8 14.6 14.8 20.9 1,012,667 38高知 9.3 4.8 5.2 6.7 0.0 5.2 250,284
15新潟 15.7 15.9 16.2 20.0 20.4 17.6 245,576 39愛媛 0.0 6.0 5.8 6.2 2.2 4.0 447,393
16長野 5.6 7.4 14.8 6.2 6.4 8.1 627,193 40福岡 3.1 7.0 6.8 30.1 8.8 11.2 1,134,545
17山梨 10.9 0.0 4.7 7.0 7.1 5.9 281,841 41佐賀 5.6 39.0 39.6 15.6 10.1 22.0 198,944
18静岡 7.5 7.6 6.1 2.8 2.8 5.4 704,223 42長崎 4.2 21.3 21.3 5.6 0.0 10.5 322,163
19愛知 4.1 3.2 1.6 9.2 9.3 5.5 962,953 43大分 0.0 10.2 10.3 0.0 2.8 4.7 358,504
20三重 6.0 0.0 3.3 4.1 4.1 3.5 482,973 44熊本 7.9 5.4 5.6 10.0 6.6 7.1 454,188
21岐阜 13.6 19.6 11.7 12.4 12.7 14.0 549,160 45宮崎 3.7 3.8 3.9 2.0 6.7 4.0 299,564
22富山 14.3 0.0 9.5 4.2 4.2 6.4 235,744 46鹿児島 0.0 12.1 12.2 1.7 8.0 6.8 498,089
23石川 15.1 3.8 7.7 3.6 3.6 6.8 277,198 47沖縄 9.2 3.6 3.5 1.7 3.4 4.3 580,850
24福井 0.0 6.4 6.6 16.1 5.5 6.9 182,455 合計 8.4 8.8 8.8 8.9 9.6 8.9 21,972,233

※令和３年度液化石油ガス関係事故年報を基に作成 消費者戸数は一財全国ＬＰガス保安共済事業団 広報No220 9



（７）重大事故（Ｂ級以上事故）の発生状況について（2013～）（網掛けはＣＯ中毒）

月日 発生
場所 現象 被害

状況 建物 概要

2013.
6.12

沖縄県
読谷村

ＣＯ
中毒

死亡1名、
軽症1名 製パン店

製パン店で、消費者2名が倒れているとの通報が消防へあり、搬送先の病院で、
ＣＯ中毒により1名が死亡、1名が軽症を負ったことを確認した。
原因は、窓を閉め切り排気装置を作動させない状態で業務用オーブンを使用し
たことから、換気不足によりＣＯを含む排気が室内に滞留したもの。

2013.
7.5

神奈川
県
横浜市

ＣＯ
中毒 死亡1名 共同住宅

共同住宅で、消費者が入浴中、ＣＯ中毒により、1名が死亡した。
原因は、風呂釜の熱交換器への付着物によって燃焼効率が低下したため不完全
燃焼が起こり、何らかの要因によりＣＯを含む排気が室内に滞留したものと推定
されるが、詳細は不明。

2013.
11.16

熊本県
菊陽町

酸素
欠乏 死亡1名 道路

道路で、土木工事業者が新たにガス管（ＰＥ管）を地下1ｍに敷設するため掘削
工事を行っていたところ、重機で既設の埋設供給管を損傷し、ガスが漏えいした。
損傷部からのガス漏えいを止めようとして、掘削した穴に入った作業員が、酸素
欠乏により搬送先の病院で死亡した。
原因は、重機で埋設供給管を損傷した作業員が、ガスの漏えいを止めようとし
て、掘削した穴のガス濃度を確認せずに入ったため、酸素欠乏となったもの。

2014.
7.29

山梨県
富士吉
田市

ＣＯ
中毒 死亡1名 山小屋

山小屋で、従業員１名が入浴していた際に、次に入浴する予定の従業員が浴室
から人が倒れるような音を聞き異変に気付いたため、他の従業員とともに浴室に
入ったところ、入浴者が浴槽内に頭から浸かっており、その後、ＣＯ中毒により
浴槽内に倒れ、溺死したものと判明した。
原因は、屋外式風呂釜を屋内に設置し、排気設備も施工されていなかったこと
から、ＣＯを含む排気が浴室内に滞留したもの。なお、販売事業者には浴室の設
置について連絡が入っていなかった。

2014.
12.30

長野県
白馬村

漏えい
火災 重傷3名 一般住宅

一般住宅で、除雪作業者が除雪作業を行った際に、重機でバルク貯槽を損傷し
たため、ガスが漏えいし、火災となり、消費者1名及び除雪作業者2名が重傷を負
い、家屋等が焼損した。
原因は、積雪によりバルク貯槽が隠れていたことから、除雪作業者はバルク貯
槽の存在に気付かず、重機で誤ってプロテクター内の安全弁及び液受入弁を損傷
したためガスが漏えいし、消費者宅の玄関につながる廊下で使用されていたス
トーブの火が漏えいしたガスに引火したものと推定される。なお、除雪作業者は
道路から玄関までの除雪を依頼されていたが、その奥にあるバルク貯槽付近の除
雪を行っていた。
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月日 発生
場所 現象 被害

状況 建物 概要

2015.
2.19

千葉県
富里市

ＣＯ
中毒 軽症7名公共施設

公共施設において、消費者７名が味噌作りのため３台の鋳物こんろを使用中、作業が一
段落したため隣室で休憩していたところ、全員が一酸化炭素中毒と思われる症状となり消
防へ通報、救急搬送された先で中度の一酸化炭素中毒と診断された。
原因は、消費者が鋳物こんろを使用中、換気扇を作動させていなかったため換気不良と
なり、一酸化炭素を含む排気ガスが室内に滞留、中毒に至ったものと推定される。なお、
消防の調査によると、調理場付近の一酸化炭素濃度は２０５ppmを示していた。

2015.
5.29

福岡県
福岡市

漏えい
火災 軽症7名イベント会場

飲食店(仮設コンテナ）において、販売事業者の従業員2名が、20kg容器2本×2系列の容
器を交換していたところ、1本の容器側の高圧ホースからガスが漏えいし火災となり、7名
が火傷等の軽傷を負い、壁が一部焼損壊した。
原因は、販売事業者の従業員1名が1本の容器交換を終了後、連結用高圧ホースに逆止弁
が付いていると思い込みバルブを開いたが、もう1名の従業員が容器交換の途中で高圧
ホースが未接続であったため、高圧ホースからガスが漏えいし、何らかの火が引火したも
のと推定される。なお、容器と調整器の接続には、逆止弁が内蔵されていない連結用高圧
ホースが使用されていた。また、販売事業者の社内基準では、容器交換が終了しなければ
開栓は出来ない事と決められていたが、従業員は、その手順を守っていなかった。（質量
販売 20kg×2本、2系統）

2015.
9.18 青森県黒石市

漏えい
爆発

死亡1名
軽傷7名学校

学校において、厨房付近で爆発が発生し、調理員1名が死亡し、重傷３名、軽傷４名の7
名が負傷した。
原因は、ガスの漏えいに起因する事故か否かも含め、現在詳細調査中である。

2015.
11.7

富山県
南砺市

酸素
欠乏 死亡1名一般住宅用地

一般住宅用地において、他工事業者の作業員が宅地下水道工事のため、公共枡直近を重
機（バックホウ）で掘削した際に、埋設供給管を損傷した。その後、当該作業員が応急措
置のため掘削穴に入ったところ酸素欠乏で意識を失い、同僚に発見され救急車で搬送され
たが、約9時間後に死亡した。
原因は、当該作業員が、埋設供給管の表示に気づかず 、重機で誤って当該供給管を損
傷させたこと 、また、損傷部よりガスが漏えいし 、掘削穴にはガスが滞留している状態
であったが、応急措置（テープ 巻）を行うため慌てて掘削穴に入り 、酸素欠乏となった
ことによるもの。なお 、当該他工事業者は、販売事業者に対して、ガス管の埋設の有無、
その配置及び使用状況についての確認作業を実施しておらず、工事の際の立ち会いを依頼
していなかったとのこと。
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月日 発生
場所 現象 被害

状況 建物 概要

2016.
8.4

宮崎県
東臼杵
郡

ＣＯ
中毒

軽症
15名 学校

高校の調理実習室において、冷房を入れ窓を閉め切った状態で業務用ガスオーブンを使用し
ていた生徒が「気分が悪くなった」と訴え、生徒13名教諭2名の計15名が（内、救急搬送は9
名）めまいや吐き気を訴え病院を受診したところ、全員が一酸化炭素(CO）中毒と診断された。
原因は、当該実習室には給気扇、排気扇各４つが設置され、うち、給気扇２つが作動してい
なかったほか、作動している給気扇は、フィルターに目詰まりがあった。このことから室内は、
換気不良の状態となり、一酸化炭素を含む排気が滞留していたことが中毒に至った原因の一つ
と推定される。

2018.
1.12

千葉県
松戸市

ＣＯ
中毒

死亡
1名

一般
住宅

一般住宅において、20代男性が浴室の浴槽内で死亡しているのを、同居の祖母が発見した。
原因は脱衣所に設置されていた瞬間湯沸器を使用し、浴室内の混合水栓からシャワーホース
により浴槽に湯張りを行う不適切な使用を、換気が不十分なまま長時間（45分間）行ったこと
により、一酸化炭素が発生し浴室内に流入したことで、一酸化炭素中毒に至ったものと推定さ
れる。なお、湯沸器のメーカーは、当該湯沸器は長期間の放置により、埃が積もっていたこと
から、不完全燃焼が起こり、一酸化炭素の発生に至ったものと推定している。

2019.
5.6

静岡県
磐田市

漏えい
爆発
・火災

重傷
1名
軽傷
7名

一般
住宅

一般住宅のプレハブ小屋において、煮炊き用に設置した鋳物コンロ及び10kg容器付近で漏えい
爆発火災が生じ、消費者1名及び当該物件付近でバーベキューをしていた7名計8名が負傷（重
傷1名、軽傷7名）を負った。
原因は、消費者が鋳物コンロを点火する際、単段式調整器に接続されている2口ボールバルブ
の内、燃焼器と接続されていない側のバルブを開放したまま鋳物コンロとの接続側のバルブを
開き点火したことにより、引火し爆発したと思われる。
なお、販売事業者は屋内で使用することを想定しておらずカップリングなしの10ｋｇ容器を販
売していた。また、販売事業者は調整器出口にヒューズガス栓をつけていたが消費者が2口
ボール弁に変更していた。
（質量販売 10kg×1本）
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月日 発生
場所 現象 被害

状況 建物 概要

2020.
7.30

福島県
郡山市

漏えい爆
発・火災
＜Ａ級事
故＞

死亡1
名
重傷2
名
軽傷
17名

飲食
店

コロナ禍の影響で休業中だった飲食店において、漏えい爆発・火災が発生し、1名が死亡、
19人が重軽傷（重傷者2名、軽傷者17名）を負った。原因は、現在調査中である。

2021.
1.14

秋田県
羽後町

漏えい爆
発・火災

死者1
名

一般
住宅

一般住宅において、屋根の雪下ろし又は落雪等、何らかの原因によって供給設備の一部が破
損し、漏えいしたLPガスが雪に囲まれた家屋の周辺や床下に滞留し、何らかの着火源に引火し
爆発し、火災に至ったもの。
なお、事故の前日に被害者の屋根の雪下ろし作業が行われ、軒下には3m以上の高さで雪が堆
積していたため、供給設備が雪に埋設した状態であったことが推定されるが、実際にどのよう
な状態になっていたかは不明とのこと。
また、警察が被害者と同居していた親族から聞き取りを行ったところによると、事故当日の
6:30～7:00ごろ、朝食のためLPガスこんろを使用していたとのこと。さらに、被害者は冬期間
は日常台所に置いていた反射式石油ストーブを暖房兼煮炊き用として使用していたとのことで、
現場には大きく変形した反射式石油ストーブがあったとのこと。
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（８）ＣＯ中毒事故の発生状況について（２０１６～）（網掛けは業務用）

月日 発生
場所

被害
状況 建物 概要

2016.
2.29

埼玉県
越谷市 軽症1名 飲食店

飲食店において、従業員より「ガス警報器が鳴っている」との連絡を受け、販売事業者
が出動したところ、業務用換気警報器が鳴動していたこと、換気扇が作動していなかった
こと、従業員1名が軽度の一酸化炭素中毒であったことを確認した。
原因は、従業員が使用していた業務用こんろが、不完全燃焼を起こしていたことに加え、
ファンベルトの切断により換気扇が作動せず業務用換気警報器が鳴動したが、当該こんろ
を使用し続けたことにより、室内に一酸化炭素を含む排気ガスが滞留したものと推定され
る。また、事故発生日より3日前に、鍋の底が抜け落ち、内容物が当該こんろに流入したが、
メンテナンスが不十分であったため、不完全燃焼を起こしたものと推定される。（バルク
貯槽498㎏×1基）

2016.
3.22

群馬県
前橋市 軽症3名 共同住

宅

共同住宅において、消費者がRF式給湯器を使用中、一酸化炭素が居室内に流入し、当該
消費者を含む3名が軽度の一酸化中毒で入院した。
原因は、消費者が、何らかの要因により住宅用断熱材が給排気口を覆った状態となった
当該給湯器を使用したため、給気が阻害され不完全燃焼を起こし、また浴室や台所の換気
扇使用により、室内が負圧の状態となったため、当該建物の隙間より一酸化炭素含む排気
ガスが流入したものと推定される。なお、当該機器の不良の可能性についてメーカーと独
立行政法人製品評価技術基盤機構との検証が行われているが結論は出ていない。

2016.
8.4

宮崎県
東臼杵
郡

軽症15名
＜Ｂ級事
故＞

学校

高校の調理実習室において、冷房を入れ窓を閉め切った状態で業務用ガスオーブンを使
用していた生徒が「気分が悪くなった」と訴え、生徒13名教諭2名の計15名が（内、救急搬
送は9名）めまいや吐き気を訴え病院を受診したところ、全員が一酸化炭素(CO）中毒と診
断された。
原因は、当該実習室には給気扇、排気扇各４つが設置され、うち、給気扇２つが作動し
ていなかったほか、作動している給気扇は、フィルターに目詰まりがあった。このことか
ら室内は、換気不良の状態となり、一酸化炭素を含む排気が滞留していたことが中毒に
至った原因の一つと推定される。

2016.
8.17

石川県
金沢市 軽症1名 福祉施

設

福祉施設の厨房内において、消費者3人がスチームオーブンレンジ及びオーブン付こんろ
のオーブンを使用中、1人が頭痛と吐き気がしたが作業を継続し、帰宅後にも吐き気がした
ため病院にて受診したところ「一酸化炭素中毒の疑い」との診断を受けた。
原因は、業務用厨房器メーカーの点検依頼でも異常無しのため不明。なお、販売事業者
による調査でも、CO測定を含む定期点検調査を実施したが異常は見つからなかった。

14



月日 発生
場所

被害
状況 建物 概要

2016.
9.17

栃木県
宇都宮
市

軽症2名 寮・
寄宿舎

特別養護老人ホームの厨房において、職員2名がスチーム＆コンベクションオーブンを使用中、
軽度の一酸化炭素中毒となった。
原因は、当該職員が、当該器具を使用中、換気扇及びエアコンのスイッチを切ったため、燃
焼に必要な酸素が不足し、不完全燃焼を起こし、当該厨房内に一酸化炭素を含む排気ガスが滞
留したことで、一酸化炭素中毒に至ったもの。

2016.
9.20

香川県
高松市 軽症4名 飲食店

飲食店において、従業員が業務用めんゆで器を使用中、周辺の食器洗いシンク前で急に座り
込み、救急車で搬送され、さらに、その後、他の従業員3名も気分が悪くなったため病院へ搬送
され、合計4名が軽度の一酸化炭素中毒と診断された。
原因は、当該ゆでめん器及びフライヤーの排気ダクト出口に、台風16号に伴う風雨が、吹き
込んだため、排気バランスが崩れたことに加えて、通常は開放している店舗裏口の扉を閉じて
いたこと及び店舗への人の出入りが少なかったため、給排気不良となり、店舗内に一酸化炭素
を含む排気ガスが滞留し、一酸化中毒に至ったものと推定される。

2016.
10.25

熊本県
八代市 軽症1名

特別養
護老人
ホーム

特別養護老人ホームにおいて、栄養士より「厨房内で以前からガス臭があったが、2～3日前
からガス臭が濃くなったので点検をしてもらいたい」との連絡を受け、販売事業者が出動した
ところ、食器洗浄機が不完全燃焼を起こしていることを確認したため、CO警報器とガス警報器
を設置すると共に、当該洗浄機の使用禁止を依頼した。その1時間後、当該栄養士からの連絡で、
職員の一人が、緊急搬送され、一酸化炭素中毒であったことを確認した。
原因は、当該職員が、当該食器洗浄機を使用したことにより不完全燃焼を起こしたため、当
該厨房内に一酸化炭素を含む排気ガスが滞留したもの。なお、当該洗浄機の、バーナー部分に
埃が詰まっていたため不完全燃焼を起こす状態となっていた。

2016.
12.1

福島県
岩瀬郡 軽症1名 飲食店

スキー場において、レストハウスの従業員からの「オープン前の点検に訪れた際、給湯器か
ら音がして、お湯にならないため見て欲しい」との連絡を受けた販売事業者が、調査のため当
該給湯器の運転をしたところ、異音とともに燃焼が停止した。内部を確認したところ給排気管
内へ蛾が侵入をしていたため、一時的に燃焼させて除去しようとしたところ、CO警報器が鳴動
したので、直ちに作業を停止し、窓を開け厨房内の換気扇を全開にして現場から待避した。CO
警報器の鳴動停止後、作業を開始し除去を終えた後に体調が悪くなった従事者が病院へ行った
ところ、軽度の一酸化炭素中毒と診断された。
原因は、当該給湯器の使用時、給排気管内への蛾の侵入により、給排気不良となり不完全燃
焼し一酸化炭素を含む排気ガスが流出したもの。
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月日 発生
場所

被害
状況 建物 概要

2016.
12.16

山形県
東置賜
郡

軽症1名 工場

工場において、作業員が暖房機を使用したところ、手の痺れや吐き気の症状が出たため救
急車にて病院に搬送され高酸素治療が行われた。
原因は、当該暖房機の使用時、給気口に鳥が巣を作っていたことで給気不足の状態にあっ
たこと及び消費者が、寒さのため当該工場内のシャッターを、ほぼ閉めた状態で作業してい
たことで、一酸化炭素を含む排気ガスが室内に滞留し一酸化炭素中毒に至ったもの。

2017.
1.30

兵庫県
豊岡市 軽症1名 共同

住宅

共同住宅において、住人（１歳児）が風呂に入浴したところ、傾眠傾向となったことから、
病院へ緊急搬送され、一酸化中毒と診断され一晩入院した。
原因は、当該住宅は外壁塗装工事が行われており、塗装業者が給排気口を覆うように養生
シートを施したことにより排気不良となり、発生した一酸化炭素を含む排気が室内に滞留し
たもの。なお、塗装業者は吸排気口に養生シートを施してはいけないことを認識していたが、
空き部屋と間違え養生シートで覆ってしまったとのこと。

2017.
7.6

岐阜県
多治見
市

軽症2名 工場

工場において、消費者よりガス臭及び目に刺激を感じると消防に通報があり、調理者2名
が病院へ搬送され軽度の一酸化中毒と診断された。
原因は、燃焼器を使用中に換気扇を付けていなかったことから換気不良となり、不完全燃
焼を起こし一酸化炭素が発生したものと推定される。なお、事故当日は業務用こんろのうち
2口を使用し、その後業務用炊飯器を点火したところ一部に火がつかず、その後ガス漏れ警
報器が鳴動したが、音を止め調理を続けていた。消防と販売事業者による現場調査により、
一酸化炭素が、換気扇を作動させなかった場合にのみ上昇することが確認され、機器及び設
備に不備はないことが確認された。また、当該工場は、開業6日目であり、業務用3口こんろ
及び業務用炊飯器は新品の状態であった

2017.
12.31

石川県
加賀市 軽症2名 旅館

旅館において、厨房の食器洗浄機付近にいた従業員2名がCO中毒の症状で緊急搬送された
もの。
原因は、厨房で使用していた食器洗浄機が何らかの原因で不完全燃焼となったものと推定
される。

2018.
1.12

千葉県
松戸市

死亡1名
＜Ｂ級
事故＞

一般
住宅

一般住宅において、20代男性が浴室の浴槽内で死亡しているのを、同居の祖母が発見した。
原因は脱衣所に設置されていた瞬間湯沸器を使用し、浴室内の混合水栓からシャワーホー
スにより浴槽に湯張りを行う不適切な使用を、換気が不十分なまま長時間（45分間）行った
ことにより、一酸化炭素が発生し浴室内に流入したことで、一酸化炭素中毒に至ったものと
推定される。なお、湯沸器のメーカーは、当該湯沸器は長期間の放置により、埃が積もって
いたことから、不完全燃焼が起こり、一酸化炭素の発生に至ったものと推定している。
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月日 発生
場所

被害
状況 建物 概要

2018.
3.14

福岡県
福岡市 軽症4名 飲食店

飲食店において、開店準備のため電気、換気扇のスイッチを入れ、石釜パン焼き器に点火し
た。その90分後に、石釜パン焼き機の温度が下がっているのに気づき再度点火し使用していた
ところ、20分後に1名が倒れたため、救急車を呼び搬送された。この時、当該パン焼き器を消
火し、その際、消防隊員から残りの従業員3名も病院で診断を受けるよう指示され、症状の重
かった1名が最初の搬送から20分後に、残りの2名が110分後に開店準備を終え、救急車により
搬送され、病院にて一酸化炭素中毒と診断された。
原因は石窯パン焼き器の給気口が詰まっており、給気不良となり、不完全燃焼が起こり一酸
化炭素を含むガスが発生したことによるもの。

2018.
5.28

東京都
府中市 軽症2名 病院等

病院内の厨房において、食器洗浄を行っていた従業員2名が不調を訴え、他の病院へ緊急搬
送され、一酸化炭素中毒と診断された。
原因は、業務用食器洗浄機の燃焼不良により一酸化炭素が発生し、また、排気ダクトを作動
し忘れて換気をしていなかったことで、発生した一酸化炭素が滞留したものと推定される。

2018.
7.9

鹿児島県
鹿児島市 軽症3名 飲食店

飲食店において、開店前の料理試作中に、従業員3名が一酸化炭素中毒の症状を訴え、病院
にて診断と治療を受けた。
原因は、使用していたラーメン釜の排気フードの防火ダンパーが閉じていたことによる排気
不足、及び窓等が閉められていたことによる給気不足のため、ラーメン釜が不完全燃焼を起こ
し一酸化炭素が発生したことによるもの。

2018.
7.19

埼玉県
久喜市 軽症3名 公民館

公民館で開催されていたそば打ち教室において、消費者3名が一酸化炭素中毒を発症し、病
院へ搬送された。
原因は、消費者が掃除の際に生そば釜の下部にあるバーナーのヘッド部を取り外し、戻す際
に上下逆転に取り付けたため部品の一部が落下し、燃焼部を塞いだことで、不完全燃焼が起こ
り、一酸化炭素が発生したものと推定される。また、換気扇を使用していなかったため、不完
全燃焼により発生した一酸化炭素が室内に滞留したものと推定される。

2018.
9.8

鳥取県
伯耆町 軽症2名 飲食店

飲食店のパン工房において、従業員2名がパン焼き器が稼働した状態で作業を行っていたと
ころ、ガス漏れ警報器が鳴動した。店主と従業員が換気のために工房中の窓等を開けていたと
ころ、換気扇が作動していないことに気付いた。その後、従業員2名が体調不良を訴えたため
救急搬送され、一酸化炭素中毒と診断された。
原因は、換気扇の未作動により工房内に排ガスが充満したため、パン焼き器が不完全燃焼を
起こし、一酸化炭素が発生したものと推定される。なお、ガス漏れ警報器の鳴動はわずかな未
燃ガスを検知したものと推定される。
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１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５．災害対応について]
６.  その他



（１）概要
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（２）アクションプラン及び主体者等
大分類 中分類 小分類 アクションプランの項目 主体者

事故

対策

消費者起因

事故対策

ＣＯ中毒事故防
止対策

 業務用施設等に対する
安全意識の向上のための周知・啓発 ＬＰガス事業者、国、第三者機関

 業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置促進 ＬＰガス事業者
 安全型機器及び設備の開発普及 ＬＰガス事業者、関係事業者

ガス漏えいによる
爆発または火災
事故防止対策

 安全な消費機器等の普及促進 ＬＰガス事業者、国、関係事業者

 周知等による保安意識の向上 ＬＰガス事業者、国、都道府県、第三者機関

 誤開放防止対策の推進 ＬＰガス事業者
 ガス警報器の機能の⾼度化及び設置の促進等 ＬＰガス事業者、国、都道府県、関係事業者
 消費設備調査の⾼度化 ＬＰガス事業者
 リコール対象品等への対応 ＬＰガス事業者、国、関係事業者

販売事業者
起因

事故対策

設備対策
 供給管・配管の事故防止対策 ＬＰガス事業者
 調整器、⾼圧ホース等の適切な維持管理 ＬＰガス事業者
 軒先容器の適切な管理 ＬＰガス事業者

その他
事故防止対策

 他工事事故防止対策 ＬＰガス事業者、国、都道府県、
 質量販売に係る事故防止対策 ＬＰガス事業者
 バルク貯槽等の告示検査対応 ＬＰガス事業者

自然災害対策 地震・水害・雪害
対策

 災害に備えた体制構築 ＬＰガス事業者、国、都道府県、
 迅速な情報把握 ＬＰガス事業者、国、都道府県、
 容器の転倒・流出防止対策 ＬＰガス事業者、国、都道府県、関係事業者
 雪害事故防止対策 ＬＰガス事業者、国、都道府県、

保安基盤
保安管理体制

 経営者等の保安確保へ向けたコミットメント等及び保安レ
ベルの自己評価 ＬＰガス事業者

 ＬＰガス販売事業者等の義務の再確認等 ＬＰガス事業者
 ⻑期⼈材育成を踏まえた保安教育の確実な実施 ＬＰガス事業者、国、第三者機関、
 自主的な基準の維持・運用 第三者機関

スマート保安の
推進

 スマートメータ・集中監視等を利用した保安の⾼度化 ＬＰガス事業者、国、第三者機関、関係事業者
 その他のスマート保安に関するアクションプラン ＬＰガス事業者、国

20



（３）２０２１年度における液化石油ガス安全高度化計画の達成状況

※２０２１年（暦年）の事故
21



１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５．災害対応について

６.  その他



（１）概要

１．自主保安運動の名称
『ＬＰガス安心サポート推進運動』

２．運動の期間
令和３年４月～令和８年３月

補足：安全高度化計画は１０年スパン、５年毎の見直しになっているので５年とする。

３．目標（国の安全高度化目標と合わせている）
死亡事故 ０～１件未満／年、人身事故０～２５件未満／年

４．運動の概要（安全高度化目標と合わせている）
国の安全高度化計画のアクションプランと一体的に展開

５．具体的な進捗状況管理や進め方
 アクション全体の進捗は数字で把握。
 とりわけ重要なアクションを重点取り組み事項として「業務用施設ガス警報器連動遮断の推

進」、「業務用換気警報器の設置促進」に加えて、近年、災害時における容器流出が問題化し
ていること等を踏まえ、災害対策として、「軒先容器の流出防止対策の徹底」の３点を指定。

 その他の取り組みについては、各都道府県協会の地域性を踏まえた状況にあった自主保安
運動を展開。

全国ＬＰガス協会として、国の「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」に示されたアクションプランの推進

を図ることを目的に、アクションプランの項目毎に具体的な実施対策を検討し、国の高度化計画に示され

たアクションプラン等と一体的に展開することとした。
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大分類 中分類 小分類
液化石油ガス安全高度化計画２０３０の

アクションプラン項目
販売事業者の主な活動例

事故対策

消費者
起因事
故対策

ＣＯ中毒事故防止
対策

業務用施設等に対する
安全意識の向上のための周知・啓発

業務用に対する法定外周知の推進

業務用換気警報器・ＣＯ警報器の設置促進 業務用換気警報器設置促進
安全型機器及び設備の開発普及 不燃防無し湯沸し・風呂釜の交換

ガス漏えいに
よる爆発

または火災事故防
止対策

安全な消費機器等の普及促進 Siセンサーコンロの普及
周知等による保安意識の向上 高齢者宅巡回事業の取り組み

誤開放防止対策の推進 ガス栓カバー、検定品ゴムキャップ普及

ガス警報器の機能の高度化及び設置の促進等
ガス警報器設置率向上、期限管理徹底
業務用施設ガス警報器連動遮断の推進

消費設備調査の高度化 確実な点検調査の実施
リコール対象品等への対応 リコール製品の対応

販売事
業者起
因事故
対策

設備対策
供給管・配管の事故防止対策 適切な工事施工管理体制

調整器、高圧ホース等の適切な維持管理 調整器・高圧ホースの期限管理
軒先容器の適切な管理 閉栓先容器の撤去

その他事故防止
対策

他工事事故防止対策 他工事関連周知等の実施
質量販売に係る事故防止対策 質量販売の自主保安促進
バルク貯槽等の告示検査対応 検査対応の前倒し、安全な入替体制構築

自然災害対策
地震・水害・雪害

対策

災害に備えた体制構築 通報訓練の定期的な実施
迅速な情報把握 被害報告様式の全国統一様式使用推進

容器の転倒・流出防止対策 軒先容器の二重掛け等流出防止推進
雪害事故防止対策 雪害対策の推進

保安基盤

保安管理
体制

経営者等の保安確保へ向けたｺﾐｯﾄﾒﾝﾄ等
及び保安レベルの自己評価

経営者等の保安重視の取り組み宣言
自主保安活動チェックシート回収向上

販売事業者等の義務の再確認等 販売事業者の義務の再確認教育

長期人材育成を踏まえた保安教育の確実な実施 年間保安教育計画の策定状況

自主的な基準の維持・運用

スマート保安の推
進

スマートメータ・集中監視等を利用した保安の高度化
集中監視設置率向上

その他のスマート保安に関する
アクションプラン

（２）主な活動例及び重点取り組み事項
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36.0%
40.7%43.4%45.3%48.0%48.4%

50.1%49.6%
52.2%

53.2%

55.3%

74.5%
73.8%73.4%73.4%74.3%

73.8%
74.6%75.4%73.3% 73.3%

73.4%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

業務用換気警報器設置率

法定周知以外の特別周知率

●直近３年はＣＯ中毒事故は発生していないが、ひとたび発生すれば多数の被害を伴い、また、特に

業務用施設においては、１件あたりの発症者数の割合が高い傾向にあることから、業務用換気警報

器の設置を促進する等の対策が必要である。

●そのためには、消費者自身がCOに係わる正しい知識や危険性について充分理解することが重要

であることから、経済産業省、日本ガス協会、日本コミュニティーガス協会と連携し、厚生労働省を通

じて 食品衛生責任者講習会等でチラシによる周知、啓発を実施している。

【周知チラシ】

業務用消費者の理解が得られず設置できないこともあるのでご協力いただきたい。

令和４年３月末時点

※特別周知率とは業務用施設数に対して
法定の周知を実施した上でさらに別に周
知を実施した割合

ＣＯ中毒
事故防止対策

業務用施設等に対する
安全意識の向上のための
周知・啓発

業務用換気警報器
ＣＯ警報器
の設置促進

安全型機器及び
設備の開発普及

（３）-①業務用換気警報器設置促進
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（３）-①【販売事業者事例】 業務用換気警報器設置促進

• (A社) 新規業務用厨房物件については換気センサーの連動遮断を必須としている。また、既存業務
用厨房物件において、CO通報があった物件にも連動遮断の工事を実施 している。

• (B社) 業務用換気警報器やCO警報器が鳴った場合、消費者からその時の状況の確認をするととも
に、機器の汚れや二次空気不足なども疑い、本当の原因を見つけ出すとともに、必ず対応策を講ず
ることとしている。(鋳物用五徳アダプター※平成１０年に使用禁止となった省エネ五徳とは別物）

• (B社) 業務用厨房物件においてCO通報があった消費者に対しては、改善要望書を提出し、危険性
の説明を行うとともに確認印をもらう等、具体的な改善対策の提案や啓発を実施している。

• (全般) 業務用換気警報器等が鳴った場合の対処方法を消費者に定期的に周知し、事故の防止に努
めている。(器具の使用中止、窓・扉の開放、当社への速やかな連絡等)

鍋の変形

①煮出しのために、毎日鍋を上から突き続けることで徐々に変形が進み、２次空気（炎の周りの空気）が不足して、
不完全燃焼を起こす。
②燃焼器のみを調査しても異常に気付くことができない。
③鍋は消耗品であるため、ラーメン店等のスープを作る厨房では、ほぼ確実に確認できる事象である。

【二次空気不足の現象の例】 【二次空気不足によるＣＯの発生】 【鋳物用五徳アダプター装着による
二次空気取り入れスペース確保】
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●重大事故の発生リスクの高い一部の業務用施設等においてはガス警報器とガスメータを連動させガスを遮断す

るシステムの普及促進を図る。

●ガス警報器の団体にも協力依頼し、各地で販売事業者向け講習会を実施し、連動遮断型ガス警報器の設置促

進を図る。

●啓発チラシを用いて周知を行い、連動遮断の促進を図る。

Ｕ バス通信によるマイコンメータとガス漏れ警
報器、ＣＯ警報器等との連動による保安高度化

Ｕ バス通信は、現行の通信線よりも多くの情報

伝達が１ペアの端子で可能。複数のガス漏れ
警報器、ＣＯ警報器等とマイコンメータの接続
が可能であり、警報器等との連動率向上（保安
向上）にも寄与することから検討がされている

68.2%

68.1% 70.8%

R1 R2 R3

※連動不要（屋外）の戸数は除外して
連動率を計算

業務用施設ＳＢ（ＥＢ）メータ連動率
【講習会の実施資料】

【今後の技術開発】

令和３年４月末時点

ガスの漏えい
による爆発または火災
事故防止対策

安全な消費機器等の
普及促進

周知等による
保安意識の向上

誤開放防止対策
の推進

ガス警報器の機能の⾼度
化及び設置の促進等

消費設備調査の
⾼度化

リコール製品等への
対応

（３）-②業務用施設ガス警報器連動遮断の推進
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• （A社）対象となる業務用施設の全箇所の再確認と改善の取り組みを実施した。

業務用ガスメータにガス警報器を連動してなくても良い例を明示して従業員に対する認
識の共有を図った。
１．屋内にガス栓・燃焼器がない
２．屋内での漏えいがありえない設備である

（立ち消え安全装置）
３．下記に示すような遮断弁が連動されている
４．ガスメータの長時間使用遮断機能がある

• （A社）ガス警報器とガスメータ連動の必要性と、物理的（ガス警報器とガスメータまでの

距離がある等）に連動が困難な場合の対策を盛り込んだ資料を社内で作成・配信を実
施した。

【連動型警報器＋メータ遮断】 【連動型警報器＋遮断弁】

（３）-②【販売事業者事例】業務用施設ガス警報器連動遮断の推進
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（３）-③軒先容器の二重掛け等流出防止推進

●地震、水害等による大規模災害の発生時に、容器の転倒・転落・流出を防止するためには、鎖又

はベルト等の二重掛けを施し、さらに鎖又はベルトが容易に外れにくい取付け金具の設置や、新設

又は取り替え時におけるガス放出防止型高圧ホース等の設置を徹底することが重要である。

●2021年６月、省令改正により、洪水浸水想定区域（想定最大規模）等で、１ｍ以上の浸水が想定さ

れている地域の消費先に設置されている充てん容器に対して、流出防止の措置を講ずることが義務

付けされた。

●それを受け経済産業省の協力で、消費者向けにチラシを作成した。

●また、全Ｌ協として改正に関するＱ＆Ａを作成した。

【改正内容周知の実施】 【消費者向けチラシ】地震・水害・雪害対策

災害に備えた体制対策

迅速な情報把握

容器の転倒・流出
防止対策

雪害事故防止対策
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（３）-③【販売事業者事例】 軒先容器の二重掛け等流出防止推進
●教育および周知徹底

①(全般) 社内に対して、容器流出防止措置の必要性や措置内容等について、適切に認識・理解させるための

教育を実施。

②(全般) 社外(容器交換時等供給設備点検の委託先等)に講習を実施。（法改正の内容・点検時の注意点の説

明や配送伝票への「流出対象」欄追加の推奨など）

③(全般) 配送指示書や保安点検調査票、保安マスタ等に容器流出項目を追加するなど、合理的に対象先への

実施管理が行えるよう、配送や保安管理システムを改修。

●新規供給先への対応

①(M社) 新規設置先については、全て二重掛け等の対策を講じるように徹底するとともに、新築については自立

スタンドを基本設置とするなど、消費者からの理解や作業効率が向上するよう取組みを実施。

●既存顧客の流出対象先への取り組み

①流出防止措置対象先を特定して所属別にリスト化するため、供給拠点を都道府県別に分けて、業者に識別作

業を依頼。

②(全般) 『洪水浸水想定地域シール』を、対象先のメータ等の見やすい箇所に貼付するなど、容器交換時等供

給設備点検において判定漏れを防止する対策を実施。

【良となる判定パターンを共有した例】
【流出防止措置対象先に
貼付するシール例】【自立スタンド例】 30



（４）その他推進事項【販売事業者、協会事例】 雪害事故防止対策

●積雪寒冷地での積雪又は除雪ミスに伴う調整器、供給管等の損傷によるガス漏れ等を防止するため、該当地域

の販売事業者は、供給設備の点検を確実に実施し、従前以上に適切な落雪対策を講じるとともに地域ごとに一般

消費者等へのチラシやラジオ、ＴＶＣＭを利用し注意喚起を図っている。

●調整器の折損事故が発生していることから、雪囲いなどの対策が難しい設備においては、新設時や設備交換時

に調整器を配管に接続する設備に変更するか、調整器をガス放出防止型機能付に変更するような対策を講じてい

る。

【注意喚起チラシ一例】 【調整器の変更および
設置位置の変更例】

地震・水害・雪害対策

災害に備えた体制対策

迅速な情報把握

容器の転倒・流出
防止対策

雪害事故防止対策
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本回収対象機器について、 ２００６年に経産省から全国のＬＰガス販売事業者に回収要請が行われ、１０年以上経

過しているが、対象機器が未だに発見されている。

つきましては、日頃から取り組みをいただいているが、改めて従業員等の関係者及びお客様へ早急な回収につい

て周知を図るとともに、発見した場合は直ちに使用できなくした上で、パロマへの回収依頼をお願いしたい。（経済産

業省（本省）への報告は不要となったが、都道府県行政によっては、同趣旨の報告を継続する場合がある。）

ガスの漏えい
による爆発または火災
事故防止対策

安全な消費機器等の
普及促進

周知等による
保安意識の向上

誤開放防止対策
の推進

ガス警報器の機能の⾼度
化及び設置の促進等

消費設備調査の
⾼度化

リコール製品等への
対応

（４）その他推進事項 パロマ半密閉式湯沸器（ＬＰガス用）の回収状況

【経産省ＨＰより】

※２０２１年１２月に発見されたが、８月末現在は発見されていない
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（５）燃焼器具交換・安全機器普及状況等

１．報告書回収率

報 告 書 配 布 事
報 告 書 回 収 事
回 収 率

２．上記１．の報告書回収事業所の監督所管別

経 済 産 業 省 所
産 業 保 安 監 督
都 道 府 県 所 管
市 町 村 所 管

合　　計

３．消費者戸数

業 務 用 施 設
共 同 住 宅
一 般 住 宅

合　　　計

４．燃焼器具等未交換数

排 気 筒
合　　　計

５．業務用厨房施設数

① 業 務 用 厨房 施設

①うち法定 周知以外
の周知を行 った施設

６．業務用施設ＳＢ（ＥＢ）メータ連動率

連動済

連動不要（屋外）

20,288事業所

(100.0%)

(36.3%)
(4.8%)

(58.9%)

令和２年度(R3.3.31現在)
(4.2%)790事業所
(6.3%)

設置不要（屋外） 32,507施設

386,079施設

283,404施設

195,367施設

13,535台
2,154台

(73.4%)

14,990事業所

令和２年度(R3.3.31現在)

383,244戸

70.8%

845台

18,054台

14,695台

2,492台

31,226台

10,680台

15,540台

湯 沸 器

44,600台

942,905戸

ＣＦ式
ＦＥ式
合計

11,554台

ＣＦ式

1,191事業所

令和２年度(R3.3.31現在)

386,079施設

(73.3%)

(53.2%)

(58.2%)

開放式

19,553,588戸

(7.5%)1,424事業所
(100.0%)

24,145施設- -

2,015台

28,915台

(100.0%)

令和３年度(R4.3.31現在)
開放式

合計

合計

設置済み

令和３年度(R4.3.31現在)

228,277戸

(92.8%)

19,555,157戸

7,228,543戸
11,373,802戸

952,812戸
令和３年度(R4.3.31現在)

令和２年度(R3.3.31現在)

19,614,803戸

7,125,757戸
11,546,141戸

788事業所

(8.2%)

令和３年度(R4.3.31現在)

18,488事業所

(6.4%)

(37.0%)
(4.9%)

19,916事業所

(4.3%)

60,739戸

92.8%

1,200事業所

19,037事業所

19,037事業所
(93.8%)

(100.0%)

令和３年度(R4.3.31現在)

(81.1%)

18,487事業所
1,518事業所

(82.1%)15,623事業所

(70.8%)

385,281施設

282,531施設

設置済み 192,218施設

令和２年度(R3.3.31現在)

①のうち業務用換気
警報器（ＣＯ警報器

を含む）を設置してい
る施設

ＣＦ式

44,604台
3,090台

49,856台

ＦＥ式

ＦＥ式

合計
815台

15,346台

12,720台

設置不要（屋外）

風 呂 釜
ＣＦ式

ＦＥ式

(55.3%)

令和２年度(R3.3.31現在)

①業務用施設のうちＳＢ（ＥＢ）メータ
   設置戸数

①のうちガス警報器
連動遮断戸数

連動率

令和３年度(R4.3.31現在)

379,043戸

217,101戸

60,035戸

(68.1%)

７．バルク２０年検査 告示検査で対応 バルク入替

　告示検査で対応
　廃棄してバルク入替
　廃棄してシリンダー入替

　期限満了
　期限満了＋前倒し予定

８．集中監視システム設置率

設置戸数

設置率

９－１．容器流出防止地域への対応（把握状況）

すでに把握している

把握中である

これから把握する

すべての施設に対して二重掛け等を講じるので把握はしない

９－２．容器流出防止地域への対応（対象施設以外の措置予定）

対象施設のみ二重掛け等を講じる

対象となる施設以外にも二重掛け等を講じる

10－１．安全機器普及状況等(マイコンメータ等)設置率

業 務 用 施 設

共 同 住 宅

一 般 住 宅

合　　　計

10－２．安全機器普及状況等(ヒューズガス栓等)設置率

業 務 用 施 設
共 同 住 宅
一 般 住 宅

合　　　計

10－３．安全機器普及状況等(ガス警報器)設置率

業 務 用 施 設
共 同 住 宅
一 般 住 宅

合　　　計

10－４．安全機器普及状況等(調整器)設置施設のうち７年、１０年経過した施設数

業 務 用 施 設
共 同 住 宅
一 般 住 宅

合　　　計

予定数

799,739戸 (97.2%)

5,181事業所 (30.9%)

9,892,315戸
16,365,645戸

合計 16,779事業所

99.7% 、うち期限切れ

5,678,333戸

(0.1%)14,370戸19,499,643戸

令和３年度(R4.3.31現在)
設置済戸数

794,997戸 (96.2%)
(96.0%)

10,325戸11,344,475戸 (0.1%)

(99.7%)

(99.7%)

令和２年度(R3.3.31現在)
設置済戸数

4,666,889戸

(23.8%)

（2022年4月1日～2023年3月末）

令和３年度(R4.3.31現在)
（2021年4月1日～2022年3月末）

5,813基
（2021年4月1日～2022年3月末）

7,032基
14,877基

令和３年度(R4.3.31現在)

4,894事業所 (29.2%)

5,846事業所 (34.8%)

8,558基

令和３年度(R4.3.31現在)
6,180,247戸

(31.6%)

令和２年度(R3.3.31現在)

858事業所 (5.1%)

31.6%

6,358基シリンダー入替2,081基

2,081基
8,558基
6,358基

実施数

7,851基
14,402基

令和２年度(R3.3.31現在)
（2020年4月1日～2021年3月末）

2,223基
8,190基

(100.0%)

令和３年度(R4.3.31現在)

11,995事業所 (72.8%)

4,480事業所 (27.2%)

合計 16,475事業所 (100.0%)

0.1%

令和３年度(R4.3.31現在) 令和２年度(R3.3.31現在)

設置済戸数 うち期限切れ 設置済戸数 うち期限切れ

946,780戸 (99.4%) 597戸 (0.1%) 936,837戸 (99.4%) 1,617戸 (0.2%)

7,208,388戸 (99.7%) 3,448戸 (0.1%) 7,084,259戸 (99.4%) 11,249戸 (0.2%)

95.9%

28,552戸(99.5%) (0.2%)

(99.6%)

19,520,324戸

15,686戸 (0.1%)11,499,228戸

(96.2%)
(95.8%) 10,135,071戸 (96.2%)
(95.9%) 16,592,748戸 (96.2%)

76.8% 、うち製造５年経過

5,657,938戸

9.5%
令和３年度(R4.3.31現在) 令和２年度(R3.3.31現在)

設置済戸数 うち製造５年経過 設置済戸数 うち製造５年経過
743,495戸 (92.3%) 46,775戸 (6.3%) 744,996戸 (92.9%) 51,465戸 (6.9%)

4,756,386戸 (86.5%) 383,162戸 (8.1%) 4,756,568戸 (85.5%) 396,023戸 (8.3%)
6,241,853戸 (69.5%) 690,046戸 (11.1%) 6,437,861戸 (69.3%) 698,019戸 (10.8%)

11,741,734戸 (76.8%) 1,119,983戸 (9.5%) 11,939,425戸 (76.3%) 1,145,507戸 (9.6%)

2.2%
令和３年度(R4.3.31現在) 令和２年度(R3.3.31現在)

設置施設数 うち製造７又は10年経過 設置施設数 うち製造７又は10年経過
858,163施設 23,175施設 (2.7%) 838,861施設 24,832施設 (3.0%)

13,038,377施設 289,404施設 (2.2%) 13,100,869施設 312,918施設 (2.4%)

1,091,003施設 32,859施設 (3.0%) 1,122,473施設 37,985施設 (3.4%)
11,089,211施設 233,370施設 (2.1%) 11,139,535施設 250,101施設 (2.3%)
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501,449台

420,597台

361,628台

317,137台

287,969台

236,485台

190,728台
172,752台

151,843台
125,355台

111,099台
97,601台

85,998台
75,453台

67,536台

63,538台

49,856台
45,222台

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

94.5%

97.3%
97.5%

96.7%
96.7%

95.1%

94.1%

92.4%

90.4%

92.8%

91.9%

92.3%

91.6%
92.4%

93.1%
93.8%

92.8%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

①報告回収率 ②燃焼器具未交換数
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133,940
154,097 165,626 173,722 184,810 189,974 188,593 193,742 194,462 192,218 195,367

36.0%

40.7% 43.4% 45.3%
48.0% 48.4%

50.1% 49.6% 52.2% 53.2% 55.3%

74.5% 73.8% 73.4% 73.4% 74.3% 73.8% 74.6% 75.4%
73.3% 73.3% 73.4%

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000
220,000
240,000
260,000
280,000
300,000
320,000
340,000
360,000
380,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

設置施設数 業務用換気警報器設置率 法定周知以外の周知率

③業務用換気警報器設置率等
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④業務用施設ＳＢ（ＥＢ）メータガス警報器連動率

※連動不要（屋外）の戸数は除外して連動率を計算

217,323 217,101 228,277

68.2% 68.1%
70.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000
220,000
240,000
260,000
280,000
300,000
320,000
340,000
360,000
380,000

R1 R2 R3

設置施設数 設置率
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⑤―１容器流出防止措置把握状況 ⑤―２容器流出防止措置対応予定

すでに把

握している
4,894
29%

把握中で

ある
5,846
35%

これから把

握する
5,181
31%

すべての

施設に対し

て二重掛

け等を講じ

るので把握

はしない
858
5%

対象施設

のみ二重

掛け等を

講じる
11,995

73%

対象となる

施設以外

にも二重掛

け等を講じ

る
4,480
27%
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⑥－１バルク貯槽２０年検査実施数

告示検査, 
3,239基

告示検査, 
1,249基

告示検査, 
2,223基

告示検査, 
2,081基

バルク, 
7,664基

バルク, 
7,209基

バルク, 
8,190基

バルク, 
8,558基

シリンダー, 
5,743基

シリンダー, 
4,487基

シリンダー, 
5,813基

シリンダー, 
6,358基

～H30 R1 R2 R3

16,997基16.646基

12.945基

期限満了, 
3,996基

期限満了, 
6,451基

期限満了, 
7,032基

期限満了, 
7,851基

前倒し予定, 
7,223基

前倒し予定, 
6,891基

前倒し予定, 
7,845基

前倒し予定, 
6,551基

R1 R2 R3 R4

⑥－２バルク貯槽２０年検査予定数

11,219基

13,342基

16,226基 14,877基 14,402基
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3,739,427戸

4,666,889戸

6,180,247戸

19.0%

23.8%

31.6%

R1 R2 R3

⑦集中監視システム設置率等

99.5%
99.7%

99.7%

99.7%

99.7%

99.7%

99.7%

99.7%
99.5%

99.6%

99.7%
99.6%

99.6%

99.7%
99.6%

99.6%

99.5%

99.7%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－１－１．マイコンメータ等設置率

39



0.4%
0.3%0.3%

0.4%

0.3%

0.3%

0.3%
0.3%

0.2%

0.2%

0.2%
0.2%

0.1%

0.1%

0.1%
0.1%

0.2%

0.1%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－１－２.マイコンメータ等期限

切れ率

87,366 

67,856 

83,478 
91,856 

80,181 

67,379 
61,607 

64,996 

40,839 

31,041 
30,875 

29,865 

22,700 
19,866 

19,544 

22,260 
28,552 

14,370 

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－１－３.マイコンメータ等期限切

れ数
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96.1%

96.5%

96.8%

96.7%

96.9%

96.7%
97.0%

97.4%

97.1%

97.2%

96.0%

96.5%

97.0%
96.9%

96.8%

96.2%

95.9%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－２ ヒューズガス栓等設置率

82.5%

82.3%
81.6%

80.9%
81.0%

79.6%79.1%

79.6%

79.1%

79.4%

78.3%

78.1%

78.8%
78.3%

77.1%
76.3%

76.8%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－３－１．ガス警報器設置率

41



11.4%
11.3%

11.6%
11.7%

11.5%
10.9%

11.0%

11.1%
11.4%

11.4%

11.3%

10.7%10.4%
10.0%9.9%

9.6%
9.6%

9.5%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧ －３－２．ガス警報器製造から
５年経過率

2,055,570

2,072,857

2,106,925
2,083,776

1,955,342

1,813,310

1,613,684

1,678,201

1,630,860

1,567,158
1,555,610
1,418,868

1,364,193
1,281,397

1,237,211

1,176,601
1,145,507

1,119,983

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－３－３．ガス警報器製造から５
年経過数
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6.3%

5.5%
5.0%

5.0%5.0%
4.7%4.8%

4.4%

3.9%
3.6%

3.3%
3.0%

2.8%2.7%
2.5%

2.5%
2.4%

2.2%

H1
6

H1
7

H1
8

H1
9

H2
0

H2
1

H2
2

H2
3

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

H3
0 R1 R2 R3

⑧－４－１．調整器製造から７年

又は１０年経過施設率

1,111,005

987,454
897,483

888,185850,380
793,079

721,521
691,922

586,364
523,577

472,331
425,703

389,858358,597
337,608

335,604
312,918

289,404
H1

6
H1

7
H1

8
H1

9
H2

0
H2

1
H2

2
H2

3
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⑧－４－２．調整器製造から７年

又は１０年経過施設数
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１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５．災害対応について

６.  その他



項目名 主な改正内容 施行時期

保安機関の認定及
び保安機関の保安
業務規程の認可に
係る運用及び解釈に
ついて

液石法施行規則第２９条において規定されている標記解釈の緊急時対応

に関する技術的能力について、これまでは、一般消費者等からの連絡を有
人が固定電話で受けることとし、無人の固定電話からの携帯電話への自動
転送は原則認めないとされていたが、通信技術の発達等を踏まえ、保安業
務の遂行できる体制構築を前提に固定電話等から携帯電話への転送措置
が認められることになった。
また、緊急時対応の配置においても、これまでは夜間のみについて(当該事
業所に１０分以内で到着できる範囲)が規定されていたが、夜間以外におい
ても同様の措置が認められるようになった。

２０２１．２．２５

例示基準第３０節「調
整器の調整圧力及
び閉そく圧力並びに
燃焼器の入口におけ
る液化石油ガスの圧
力の確認方法」

代替え点検調査の条件であった差圧測定時期が、圧力検知装置設置時に
限定されなくなった。

また燃焼器入口圧力の確認の代替え措置の利用に必要な差圧測定におい
ては、測定以外にも計算による差圧算定を利用できることが追記された。な
お、実際の運用解釈がわかるようにマニュアルが作成された。

２０２１．２．２５

液石法施行規則及
び同規則の機能性
基準の運用（例示基
準）の一部改正につ
いて（自然災害対策：
充てん容器の流出防
止措置）

供給設備の技術上の基準に、洪水等の対策として容器流出対策を加え、転
落、転倒等による衝撃及びバルブ等の損傷を防止する措置を講ずるととも
に、浸水のおそれのある地域においては、充てん容器等が浸水によって流
されることを防止する措置を講ずることとし、地域の災害リスクに応じて容器
の流出対策を講ずることが規定された。

２０２１．１２．１

（１）液化石油ガス法令の改正等（主なもの）
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項目名 主な改正内容 施行時期

保安業務に係る技術
的能力の基準等の
細目を定める告示等
の一部改正（案）

質量販売により販売された液化石油ガスを、キャンピングカー等の屋外にお
いて移動して使用される消費設備により消費する一般消費者等について、
ガス安全に係る一定の知識や技量に関する講習を修了し、緊急時に所要
の措置を自ら行うことについて液化石油ガスの販売契約を締結した液化石
油ガス販売事業者の確認を受けた場合に限り、３０分ルールから除くという
ものが案として示された。

２０２２.７．１５

液化石油ガスの保安
の確保及び取引の
適正化に関する法律
及び関係政省令の
運用及び解釈につい
て等の一部を改正す
る規程（案）

容器、バルク容器、バルク貯槽において火気が上部にある場合または下部
にある場合の火気距離の測定方法及び２ｍ以内に火気がある場合の措置
方法について規定が案が示された。

なお、充塡容器等に限り、２ｍ以内に火気がある場合は不燃性シートによる
措置方法が案として示された。

未定

地域の自主性及び
自立性を高めるため
の改革の推進を図る
ための関係法律の整
備に関する法律

液石法に基づく都道府県の事務・権限について、指定都市に移譲する。

２０２３.４．１予
定

（１）液化石油ガス法令の改正等（主なもの）
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①ＬＰガス容器流出防止措置について
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項目 内容

改正
省令

浸水のおそれのある地域においては、
充てん容器等が浸水によって流されることを防⽌する措置を講ずること

場所 浸水のおそれのある地域は、洪水浸水想定区域（想定最大規模）等において、１ｍ以上の浸水が想定されている地域と
する。

流出
防止
措置

(i)軒先
の設置

固定⾦具について
・ベルト⼜は鉄鎖が外れにくい固定⾦具を使⽤すること。

ベルト⼜は鉄鎖について

ただし、積雪時において、容器交換作業に支障を来す可能性のある場合であって冬の期間等にあってはこ
の限りでない。

（ii）容器収納庫への保管

注︓詳細は、改正省令、機能性基準の運用について（別添例示基準第９節）を参照のこと。

充てん量20kgを超え
る容器

１本目のベルト⼜は鉄鎖を当該容器の底部から容器の高さの３／４程
度の位置に、２本目のベルト⼜は鉄鎖を容器底部から１／４程度の位
置にそれぞれゆるみなく取り付け固定すること。ただし、プロテク
ターのある容器の場合は、２本のベルト⼜は鉄鎖のうちいずれか１本
について、プロテクターの開口部にベルト⼜は鉄鎖を通して取り付け
ることができる。

充てん量20kg以下の
容器

当該容器のプロテクターの開口部にベルト⼜は鉄鎖を通して取り付け、
ゆるみなく容器を固定すること。

充てん容器等の流出防止について
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２．対象地域の確認方法

浸水のおそれのある地域は、洪水浸水想定区域（想定最大規模）等において、１ｍ以上の浸
水が想定されている地域とする。

国交省ハザードマップＵＲＬ https://disaportal.gsi.go.jp/

ここをクリック

洪水浸水想定区域等は、地方自治体のホームページ、国土交通省による運営サイトハザード
マップポータルサイトを参照のこと。ここでは国交省ハザードマップによる確認方法を解説する。

対象地域の確認方法
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ハザードマップポータルサイトの画面

対策の対象地域

ここをクリックすると右側の凡例が表示されます

このハザードマップにおいて、水深0.5-3mのゾーンは対象に含まれる。水深1mの区切りがある
か自治体に確認すること。なお、今回の措置は、地震対策としても役立つものと思われる。ま
た、ハザードマップは例えば5m四方のメッシュで作成しているため、水深0.5mであっても実際
にはそのメッシュには起伏があることも考えられる。広い地域で対策をとることは、自然災害
対策として有効と思われる。

対象地域の確認方法
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地方自治体が発表しているハザードマップ（例）

対策の対象地域

対象地域の確認方法
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(ⅰ)ベルト又は鉄鎖が外れにくい固定金具を使用すること。充てん量２０ｋｇを超える容器にあっては
１本目のベルト又は鉄鎖を当該容器の底部から容器の高さの３／４程度の位置に、２本目のベルト又は
鉄鎖を容器底部から１／４程度の位置にそれぞれゆるみなく取り付け固定すること。ただし、プロテク
ターのある容器の場合は、２本のベルト又は鉄鎖のうちいずれか１本について、プロテクターの開口部
にベルト又は鉄鎖を通して取り付けることができる。充てん量２０ｋｇ以下の容器にあっては当該容器
のプロテクターの開口部にベルト又は鉄鎖を通して取り付け、ゆるみなく容器を固定すること。
(ⅱ)容器収納庫に保管すること。

対策 イメージ図

容器が浮上すると、鎖などが持ち上げられ
て外れやすいことから、外れにくい固定金
具を使用することとされています。
＜対策例＞
・片側は取り外し不可とし、もう一方は抜け
落ち防止機構のあるフック
・抜け防止のカエシがついて外れにくいフッ
ク
・引っかけ部分に十分な深さがあり、安易
に外れないフック

・容器１本ごとの鎖掛け

・ベルトによる二重掛け

・プロテクター容器の掛け

・２０ｋｇ以下の容器の掛け

・容器収納庫

ベルトによる二重掛け

容器１本ごとの鎖掛け
（ＫＨＫＳによれば原則は１本ごとに固定、
ただし、３本以内はまとめることができる）

プロテクター

２０ｋｇ以下

カエシに
深さがある
フック

カエシに
抜け防止がある
フック

容器庫収納

具体的対策
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以下、ＫＨＫＳ0738の記載に基づき、適切なベルト等の設置例を補足説明する。

①２０ｋｇより大きい容器、２０ｋｇ以下の容器のベルト又は鉄鎖の例
②３本以下の容器に鎖掛けを行う場合には、まとめて鎖掛けを行うことができる。
この場合でもあっても二重掛けとすること。

①ベルト又は鉄鎖の例 ②まとめてベルト又は鉄鎖の例

具体的対策
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Q．鎖やベルトは、充てん容器1 本毎に二重掛けしな
ければいけませんか︖

A．原則として容器1 本毎の二重掛けを求められてい
る訳ではありません。しかしながら、1 本毎に二重掛
けすることは浸水だけでなく地震対策等にも有効であ
るため、実施することが望ましいとされています。
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対策 イメージ図

・専用固定具

・独立支柱

・浮きあがり防止容器ホルダー

その他充てん容器等の流出を防止する措置の一例

専用固定具 独立支柱 浮きあがり防止付き容器ホルダー

いずれも二本掛けとして、ベルト又は鉄鎖等が外れにくいことを確認すること。

具体的対策
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Q．選定した対象消費者のリストは、保安機関(委託配送
業者等)に提出するのですか︖
また、リストは、いつ迄に、どの様な方法で提出すればよ
いですか?

A．対象消費者の明確化のため、対象リストは1 号、2 号
を委託している保安機関（委託配送業者、委託供給開始
時点検業者）に提出することが望まれます。保安機関で
は供給開始時点検調査、容器交換時等点検において対
象となる充填容器に流出防止措置が適切に講じられて
いることを判定します。なお、保安機関では令和３年１２
月１ 日における従前から設置されている容器と新規に設

置された容器では判定が異なるため、点検項目に二重
丸をつけるなど判別の工夫をしてください。
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Q．定期点検調査時に、容器流出防止措置に対する良否
判定を実施する必要はありますか?

A．容器の転落・転倒防止措置は、「供給開始時点検調
査」及び「容器交換時等供給設備点検」の点検項目

であり、定期点検調査時の法令に係わる点検調査項目
に「転落・転倒防止措置」は含まれておりませんが、従来
より自主的に「転落・転倒防止措置」を点検項目に加え
て、点検および判定しているものと思われます。従って、
「浸水防止」措置を追加して実施することが望まれます。
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① 積雪地域について
積雪時において、容器交換作業に支障を来す可能性のある場合であって冬の期間等
にあってはこの限りでないとなっている。なお、具体的な積雪期間等については、地
域・年度によって異なるため目安は示すことはできないが、販売事業者が地域の実情
を踏まえて判断すること。

② 容器交換時供給設備点検への配慮
容器交換時供給設備点検時に、配送員が点検するそれぞれの供給先が洪水浸水想
定区域に該当するか否かの判断がその場では難しい。
そのため、販売事業者は、事前に該当区域にある消費先を確認し、保安機関など第３
者が現場で対象区域かどうか判断可能とするためにメーター等に明示シールを貼付
等、事前に対応する必要がある。

③ その他
・施行日は令和３年１２月１日である。令和６年６月１日までは施行段階で既に供給し
ている物件については、従前措置の適用があるが、速やかな事業者の取り組みが求
められる。
・全Ｌ協では、販売事業者が消費者に本件の説明するのに活用するチラシの作成。

その他の補足説明事項

58



②例示基準第３０節改正について
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１．改正のポイント
【改正のポイント①】
これまでの代替え措置の条件②により、マイコンメータ設置時に、マイコンメータ設置付
近と燃焼器入口付近の圧力をそれぞれ測定し、その差圧（配管圧損）が0.3kPa以下であ

ることを確認しておく必要があった。これは、３種の圧力測定の代替え措置の条件となっ
ていたが、燃焼器入口圧力の代替え措置のみの条件に変更された。
（調整圧力、閉塞圧力の代替え措置の条件からは除外）。

また、その差圧の確認時期がマイコンメータ設置時に限定されていたものが削除され
た。つまり、マイコンメータ設置時でなくとも、例えば直近の点検調査時の測定記録を
持ってしても条件を満たすことになった。

【改正のポイント②】
条件②の差圧の測定に関しては、これまでの実測によるもののほか、算定によるものを
新たに追加した。

その他、１年間分の記録の保存等については従来通り。
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２．圧⼒ごとの代替え措置利⽤の条件 新旧表による整理
改正前 改正後

調整圧力 条件①

２ヵ月に１回以上、または集中監視によるマイ
コンメータの圧力異常表示確認等。
条件②

メータ設置時に、メータ付近と燃焼器入口付近
の圧力を測定し、その差圧（配管圧損）が
0.3kPa以下であることを確認。

条件①

２ヵ月に１回以上、または集中監視によるマイコ
ンメータの圧力異常表示確認等。
条件②
削除

閉そく
圧力

条件①

２ヵ月に１回以上、または集中監視によるマイ
コンメータの圧力異常表示確認等。
条件②

メータ設置時に、メータ付近と燃焼器入口付近
の圧力を測定し、その差圧（配管圧損）が
0.3kPa以下であることを確認。

条件①

２ヵ月に１回以上、または集中監視によるマイコ
ンメータの圧力異常表示確認等。
条件②
削除

燃焼器
入口圧力

条件①

２ヵ月に１回以上、または集中監視によるマイ
コンメータの圧力異常表示確認等。
条件②

メータ設置時に、メータ付近と燃焼器入口付近
の圧力を測定し、その差圧（配管圧損）が
0.3kPa以下であることを確認。

条件①

２ヵ月に１回以上、または集中監視によるマイコ
ンメータの圧力異常表示確認等。
条件②

実測を行う時期について、設置時の限定の削
除。
また、従来の実測による0.3kPa以下の確認方法
に加えて、算定による確認方法を追加。
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3．配管圧⼒損失の事前確認の⽅法
燃焼器入口圧のメータ表示による点検の代替え措置を行うには、メータ設置付近と燃焼器入口付近
の差圧（配管圧損）が0.3kPa以内であることを定期点検調査日までに事前に確認しておく必要がある。

その確認方法は、実測による場合と算定による場合の２種類がある。なお記録保存方法は別途解説。

【実測による場合】
点検調査時点における配管・燃焼器等の設備による実測及び燃焼状態の確認記録があればよい。
例えば、供給開始時点検調査や前回の定期点検調査で、調整圧力と燃焼器入口圧力を測定した記
録をもって、差圧記録とし、次回点検調査時は代替え措置を利用することができる。
ただし、測定時と配管が延長されていたり、同一のものではない燃焼器等が入替等、圧力損失が増
大している要因があれば前回の記録は活用不可であり、そのような場合は、設備変更後の圧力測定
及び記録の保存が必要となる。

【算定による場合】
算定においても、点検調査時点における設備に対する算定の記録が必要。算定方法は別途解説。
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高圧ガス保安協会基準 KHKS0738 設計編等に基づいて燃焼器の最大ガス流量を流した時の圧
力差を算出する。

①「高圧ガス保安協会基準KHKS0738Ⅱ. 設計編等」記載の計算式を使った方法の例

②「高圧ガス保安協会基準KHKS0738Ⅱ. 設計編等」記載の圧力損失早見表を使った方法

詳細の計算例等は割愛するが、ＫＨＫＳ0738（通称青本）以外にも、設備士の試験問題など
に例年出題されており、設備士の問題集、解説書等も併せて参照されたい。

4．配管圧⼒損失の算定⽅法
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5．ここまでの解説で想定される事業者の悩み

直近の点検調査の実測を記録を活用しようと思うが
配管変更や、燃焼器の増設等があれば使えない・・・。

算定による方法の追加されたのはいいが、
算定になれていないので現場で行うには難しい・・・。

また、算定の基礎となる図面も、引継ぎ物件で
精細な図面をもっていない・・・。
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6．解決策 算定⽅法の応⽤し、逆算により許容配管延⻑を予め整理
する⽅法

【基本的な考え方】
「高圧ガス保安協会基準 KHKS0738Ⅱ.設計編等」記載の計算式に基づいた
算定結果は、全て同じ解となることから、【圧力損失が0.3kPa以内となる配
管等の延長（ｍ）】を事前に求め一覧表等に整理しておくことで、現場の点検
調査時に一覧表以下の配管延長であることが明らかであれば、配管圧力
0.3kPa以下であることを事前に確認と見做すことができるので、メータ表示
の確認による代替え措置の運用が可能になるというもの。

【一覧表の作成の補助ツール】
・一覧表の作成にあっては、簡易な算定を目指した算定補助ツールとして、
「簡易計算ソフト」（エクセルシート）を全国ＬＰガス協会のホームページに掲
載（予定）。なお、端数の計算などは、全て安全サイドに捉えて厳しく算定結
果になっていること、全ての配管等の設備に対応したものではない。
・簡易計算ソフトに基づく一覧表の策定、およびその運用については、あくま
でも例示であり、運用にあっては、各社が法令違反とならないように社内基
準等を整備したうえで活用されることが望ましい。
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7．「簡易計算ソフト」（エクセルシート）の解説
簡易計算ソフトに以上の数字を入力すれば、圧力損失が0.3ｋＰa以下であることある換算配管延長が
自動計算される。

【入力が必要な項目】
①設置されている全ての燃焼器の合計消費量（kW）
②マイコンメータの種別（膜式または超音波）
③配管径（Ａ）（混在している場合は最小のもの）
④調整器高さを起点とした立ち上がり配管の延長（ｍ）

※算出結果である換算配管延長（ｍ）は、バルブ、エルボ、チーズ等の圧力損失は含まれていない。

簡易計算ソフト
イメージ画像

自動計算
圧力損失0.3ｋＰa以内
の許容配管延長（ｍ）
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8．「簡易計算ソフト」を利⽤して作成した許容配管延⻑⼀覧表①
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9．「簡易計算ソフト」を利⽤して作成した許容配管延⻑⼀覧表②
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10．「簡易計算ソフト」⼀覧表を使⽤した点検調査の注意点
【注意点①】
簡易計算ソフト及び一覧表に記載している換算配管延長は、配管等が分岐している場合、総延長で
はなく、分岐配管の内、最も長い配管と分岐前の配管の延長をさす。

【注意点②】
一覧表に記載している換算配管延長（ｍ）は、バルブ、エルボ、チーズ等の圧力損失は含まれていな
いので、それらを長さ換算した値を実際の配管延長に加えた値と比較する必要がある。主な部材の
換算延長は以下の表を、その他の部材の換算延長の詳細は、「高圧ガス保安協会基準 HKS0738Ⅱ.
設計編等」参照のこと。

【注意点③】
一覧表については、あくまでも例示であり、実際の運用に関しては、販売事業者等は立ち入り検査等
に際し、点検調査等の記録に関する説明責任があることを踏まえ、社内規定等であらためて一覧表
やその運用を整理するなど、適切な運用がなされるように留意すること。
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11．記録の保存（メータ異常表⽰の確認関係）
(１)マイコンメータの異常警報確認に係る確認結果及び講じた措置内容の記録

①圧力検知装置（マイコンメータ）の表示確認を行う場合
容器交換時等供給設備点検や検針時に圧力検知装置（マイコンメータ）の警報表示の有無を 2 ヶ月
に 1 回以上確認（検針票や容器交換時等供給設備点検時の記録などを利用）。
表示確認の結果、及び、異常警告表示があった場合は、講じた措置の内容等を記録し、１年以上保
管する。

②圧力検知装置（マイコンメータ）の圧力異常に係る情報を電話回線等に常時監視（集中監視）する
場合
異常警告表示があった場合は、講じた措置の内容等を記録し、１年以上保管する。
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1２．記録の保存（配管圧⼒損失関係）
(２)供給圧力差（圧力損失）の測定又は算出記録の保存
（燃焼器入口圧の代替え措置を利用する場合）

前提 全て点検調査時点の設備に対する記録であること

【測定の場合】
機械式自記圧力計又は電気式ダイヤフラム式自記圧力計により測定されたチャート紙等の記録
（測定者、測定日、測定値が記載されていること）

【算出の場合】
供給圧力差（圧力損失）の算出する場合、高圧ガス保安協会基準 KHKS0738 設計編等に基づいて
燃焼器の最大ガス流量を流した時の圧力差を算出するので、その算定根拠となるガス流量、配管
径、配管長、継手種類及び数量及びその算出の方法。

【算出の場合（一覧表を利用）】
点検調査票において、以下の項目が記載されていること。
①燃焼器の合計消費量（kW）
②マイコンメータの種別（膜式または超音波の別が分かる型式など）
③配管径（Ａ）（混在している場合は最小のもの）
④配管延長（ｍ）
⑤バルブ、エルボ、チーズ等のそれぞれの数
⑥調整器高さを起点とした立ち上がり配管の延長（ｍ）
そのうえで、「簡易計算方式による換算配管延長の一覧」以下の配管延長であることが確認できる
こと。
なお、点検調査票の燃焼器入口圧力の項目に、「算定方法による一覧表及びメータ表示の異常無
を確認」等、わかりやすい記載をすること。
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1３．定期点検調査時の直近１年以内に設備変更があった場合の記録の保存

定期点検
調査日

2021年6月2020年6月

設備変更
配管延長、器具増設など

2020年12月

①マイコンメータ異常表示の確認及び異常があった場合の措置の記録
設備の変更の有無に関わらず１年間の記録が必要。

②配管圧力損失の実測、または算定の記録（代替え措置を利用する場合）
変更前の設備に関する圧力損失の実測又は算定記録（点検調査日の１年以上前でも可）

及び 変更後の設備に圧力損失の実測又は算定記録
それぞれ必要
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③緊急時対応に関する技術的能力（携帯電話転送）について
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④質量販売（屋外移動）の規制緩和の内容について

２０２２年７月１５日に質量販売に係る通達・告示の改正が公布施行。
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⑤火気と隔壁に関する運用及び解釈の改正案について

2022年4月12日、液石法及び関係政省令の運用及び解釈について等の一部を改正する
規程の意見公募要領が公表となった。主に火気2mと火気を遮る措置の内容について明確
化するような改正内容となっており、概要は以下の通り。

容器

バルク貯槽

*不燃性シートで容器を覆う方法も記載されている。

火気2mについて 火気を遮る措置について

今まで多くが地方自治体に委ねられていた火気の上方に対す
る解釈についても明文化・図示されている。

曲がり角を挟んだ設置や隔壁の設置により、お互い見え
ない位置関係としてものを”火気を遮る措置”としている。

(i) 曲がり角 (ii) 隔壁設置

(iii) 上方火気への隔壁設置
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⑥指定都市への権限移譲に関する法改正について

液化石油ガス法についての都道府県知事の事務・権限を指定都市については、指定都市
の長に委譲するもの。2023年4月1日施行となり、主に委譲される事務内容は黄色部分。

大阪市・名古屋市・京都市・横浜市・神戸市・北九州市・札幌市・川崎市・福岡市・広島市・仙台市・
千葉市・さいたま市・静岡市・堺市・新潟市・浜松市・岡山市・相模原市・熊本市

指定都市

※指定都市のみにある販売事業者が対象であり、都道府県内の他市町村を跨いで事業所を持つ場合は都道府県所管となる。
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2017年の供給設備、消費設備及び特定供給設備に関する技術基準等の細目を定め
る告示（平成9年通産省告示第123号）の一部改正により、2022年４月２日以降の、

① 安全アダプター
② 両端迅速継手付ゴム管
③ 両端迅速継手付塩化ビニルホース
④ 両端ゴム継手付塩化ビニルホース

の４種の接続器具の使用が禁止された。
経過措置の期間は終わっていることから、改めて確認ください。

※使用禁止になる両端迅速継手付ゴム管は取り外しが出来ない構造になっている。

参考
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⑦バルク貯槽の検査周期の見直しに係る告示の改正に向けた動きについて

バルク貯槽の定期的な検査を定めているバルク告示において、初回の20年検査以降の5
年毎の検査について見直しが行われる。今後以下の内容に沿って改正がなされる予定。

25年目、30年目、35年目の検査について、③非破壊検査 ④内面の目視検査、を省略できることとす
る。また、⑤気密試験については、運転状態（LPガスが充てんされた圧力）により試験ができることと
する。これにより、バルク貯槽の現場での告示検査が可能になると見込まれている。
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⑧特定設備検査合格証の返納について

2022年3月31日の国の高圧ガス小委員会にて、バルク貯槽の特性設備検査合格証の返
納について、紛失等による返納のための再交付は受ける必要がない旨が示された。今
後、この内容に沿って日団協「バルク貯槽の特定設備検査合格証 返納要領」が改訂され
る予定。
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⑨デジタル原則を踏まえた規制の横断的な見直しについて

デジタル化を阻害するあらゆる規制の点検・見直しを進め、３年間でデジタル原則への適
合を実現する。液石法関係では一例だが、定期供給設備点検・消費調査、認定販売事業
者制度の供給設備点検・消費設備調査、充てん設備の保安検査、業務主任者の常駐選
任等が見直しの候補に挙がっている。
同様に高圧ガス保安法においても製造設備の定期点検等も見直しの候補となっている。
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項目名 主な改正内容 施行時期

労働安全衛生法
（石綿障害予防規
則）と大気汚染防
止法の改正につい
て

石綿含有建材が拡大したことにより令和４年４月1日からＬＰガス販売事業
者が工事の請負となった場合には、調査等の実施が必要となる場合がある。

①建築物を解体する作業を伴う建設工事であって、当該作業の対象となる
床面積の合計が80㎡以上であるもの

②建築物を改造し、又は補修する作業を伴う建設工事であって、当該作業
の請負代金の合計額が100万円以上であるもの

③工作物を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工事であって、当
該作業の請負代金の合計額が100万円以上であるもの

２０２２.４．１

（２）その他関係法令の改正等（主なもの）
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１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５．災害対応について

６.  その他



（１）震度５強以上の地震又は自然災害時のご一報のお願い

①震度５強以上の地震が発生した場合、または全Ｌ協が要請した場合

被害の有無に係わらず都道府県協会から全Ｌ協へのご一報をお願い

・被害のない場合・・・「現在のところ被害の報告なし」と報告

・被害がある場合・・・事業所、充填所、スタンドの人的・物的被害状況、

お客様の被害状況及びガス漏れの復旧状況等を報告

②自然災害(水害,台風,噴火等)によるＬＰガスに関する被害が発生した場合

都道府県協会から全Ｌ協へのご一報をお願い

・事業所、充填所、スタンドの人的、物的被害状況、お客様の被害状況及びガス

漏れの復旧状況等を報告
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①県協会から全Ｌ協への報告様式 記入例
 　災害対策中央本部 　 宛

メール： hoangyoumu@japanlpg.or.jp ＦＡＸ：０３－３５９３-３７００

協 会 名

担当者名

１．事業所、充填所、スタンドの人的・物的被害状況
①人的被害状況 死亡者(名) 負傷者(名) ②物的被害状況 被害有りの数

事業主 事務所
従業員 容器置場・充填所
合　計 0 0 スタンド

車両
バルクローリー

合　計 0
２．被災状況及びガス漏れの復旧状況

【事業者報告書のＥ】 【事業者報告書のＦ】

被災地に 被災地の ガス漏れ 被害のあった
被災地 お客様が  被災前の 火災・爆発 件数のうち

市区町村名 ある販売 お客様件数 いずれか被害の 未復旧件数
事業所数 あった件数

 (所) (件) (件) (件)

合　計 0 0 0 0
注1：被災した市区町村数が上表の枠を超えた場合は、行を追加してご記入ください。
注2：第２報以降の報告については、最新の件数に置き換えてご記入ください。
注3：被災報告は被害がないことが明らかな市町村の記入は不要です（局地災害の場合）。

３．流出(埋没含む)容器回収状況（把握できる限りで構いません）
流出本数（本） うち、回収本数（本）

0 0

４．全Ｌ協(災害対策中央本部)への要請、連絡事項等

人　員

物　資

要請等

Ｌ Ｐ ガ ス 被 災 状 況 報 告 書　（第　　報）

消費先軒先からの流出・埋没本数
その他（充填所・容器置場等）からの流出本数

合　計

・事前に協会で調査し、あらかじめ記載してください。

・市町村の消費者区分けが困難であると推測されます。
販売店様の消費者ごとの市町村分布まで調査が困難で
あれば、販売店の所在する市町村にその販売店の全消
費者を入れ込んでいただいても構いません。

・供給前の消費先件数は、市町村世帯数からのＬＰガス
世帯数の類推した概数でも構いません。

・各事業者の報告の数字を積み上げ

てください。

・市町村ごとへの振り分けは、事業者
からの報告書の被害概要にある市区
町村で判断してください。
（分からなければ報告事業者の所在
する市区町村に振り分けしてください）

・供給停止数に対して復旧戸数が0に
なった時点で復旧完了となります。

復旧未完了が残っている場合は、数字に変更がなくても毎日報告をお願いします。　　　□　変更なし

（一社）全国ＬＰガス協会 年　　　月　　　日現在
 　災害対策中央本部 　 宛

メール： hoangyoumu@japanlpg.or.jp ＦＡＸ：０３－３５９３-３７００

協 会 名

担当者名

１．事業所、充填所、スタンドの人的・物的被害状況
①人的被害状況 死亡者(名) 負傷者(名) ②物的被害状況 被害有りの数

事業主 事務所
従業員 容器置場・充填所
合　計 0 0 スタンド

車両
バルクローリー

合　計 0
２．被災状況及びガス漏れの復旧状況

【事業者報告書のＥ】 【事業者報告書のＦ】

被災地に 被災地の ガス漏れ 被害のあった
被災地 お客様が  被災前の 火災・爆発 件数のうち

市区町村名 ある販売 お客様件数 いずれか被害の 未復旧件数
事業所数 あった件数

 (所) (件) (件) (件)

合　計 0 0 0 0
注1：被災した市区町村数が上表の枠を超えた場合は、行を追加してご記入ください。
注2：第２報以降の報告については、最新の件数に置き換えてご記入ください。
注3：被災報告は被害がないことが明らかな市町村の記入は不要です（局地災害の場合）。

３．流出(埋没含む)容器回収状況（把握できる限りで構いません）
流出本数（本） うち、回収本数（本）

0 0

４．全Ｌ協(災害対策中央本部)への要請、連絡事項等

人　員

物　資

要請等

Ｌ Ｐ ガ ス 被 災 状 況 報 告 書　（第　　報）

消費先軒先からの流出・埋没本数
その他（充填所・貯蔵施設・容器置場等）からの流出本数

合　計
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②事業所から県協会への報告様式(例) 記入例

※災害時の被災状況報告については、身の安全の確保を第一にしたうえで、
ご報告の協力をお願いいたします。
※災害時の被災状況報告については、身の安全の確保を第一にしたうえで、
ご報告の協力をお願いいたします。

○○県ＬＰガス協会御中（ＦＡＸ○○―○○○○、Ｅ-mail ○○@○○.jp）

年　　　月　　　日　　　現在

報告書記入にあっての注意事項
１．被害がなくてもご提出ください。
    また、初報は被害全体が把握できていなくても判明 している限りで出来る限り速やかにお願いいたします。
２．ＦＡＸ・メールが使用不能の場合、電話で報告をお願いします。
３．第１報後、新たに被害が判明した場合、または前回の報告から数字が変更になった場合は２報、３報を送付してください。

１．自社の被害（被害の有無に○をつけてください。有りの場合は概要を記載）

２．消費先の被害
Ｅ、Ｆ以外は、概数による記載で構いません。

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

Ｆ

Ｇ

Ｈ

未確認世帯数【Ｃ】および未復旧件数【Ｆ】及び【Ｈ】がゼロになるまで、報告お願いします。
Eは容器の流出によるものはガス漏れに含みません。
２報、３報を送付時に、新たに被害が判明した場合、Ｅ，Ｇは前回報告の数字に積み上げてご記載ください。復旧後も数字は減じないこと。

【Ｅ　ガス漏れ・爆発・火災の被害の詳細】 ※　発生場所（市区町村名）、発生日時は必ず記入

ガス漏れ３件について

１件目：○○市○町、飛来物により、高圧ガスホースが破損。現在供給停止中。二次被害なし。発生日は○月○日○時（推定）。

復旧予定日は○月○日。

２件目：○○市○町、水害により配管破損。現在供給停止中。二次被害なし。発生日は○月○日○時（推定）。復旧予定日は○月○日。

３件目：○○市○町、消費先の内管が破損。現在供給停止中二次被害なし。発生日は○月○日○時（推定）。復旧予定日は○月○日。

３．容器の流出（判明している限りで構いません。転倒等はカウントしません。）
３本 ３本
０本 ０本
０本 ０本
０本 ０本

その他（充填所・貯蔵施設・容器置場等）からの流出・埋没本数
流出 うち、累積回収本数 流出
埋没 うち、累積回収本数 埋没

ＬＰガス関係被害状況報告（案）

詳細項目

バルクローリー車

被害の有無

無事／有事

無　／　有

無　／　有

無　／　有

無　／　有

無　／　有

（被害の台数や程度）

事業主・従業員の安否

事務所の被害

容器置場・充填所

流出
埋没

充填所は所有しない。容器置場の屋根が強風により破損

配送車が一台水没。修理困難のため、廃車予定。

家屋倒壊や、避難により供給復旧が見込めない世帯数（概数記載可） 20戸

立入禁止等の理由により、被害状況の確認が出来ない世帯数（概数記載可） 50戸

上記以外の世帯数　【Ａ-（Ｂ+Ｃ）】（被害なし、復帰済み、復帰見込み等） 930戸

流出
埋没

うち、累積回収本数
うち、累積回収本数

消費先軒先からの流出・埋没本数

（第　　　　　報）

○○株式会社○○営業所

03-3593-3500

全国　太郎

災害前のＬＰガス供給世帯数（概数記載可） 1,000戸

床上浸水により、パソコン２台、帳簿類が水没

販売所名称

電話

報告者氏名

（被災の人数や程度）

（被害の程度）

（被害の程度）

（被害の程度）

（被害の台数や程度）

Ｄの内の
ＬＰガス設備

被害状況と未復旧数

ガス漏れ、漏えい爆発、漏えい火災のあった件数

Ｇのうち、未復旧件数

スタンド

車両

5戸

15戸

Ｅのうち、未復旧件数 3戸

Eに該当しないが、メーターや調整器の交換及び工事等が必要な件数（概数記載可） 300戸

930戸中、ガス漏れが15戸、復旧済みは12戸で、未復旧は3戸
930戸中、メーター等の浸水は50戸で、内295戸は対応済み、未復旧は5戸。
この3戸と5戸が0になるまで報告を継続してお願いします。

災害被害報告では、全戸供給再開まで状況を確認し続ける必要があるが、水害等で家屋全体が甚大な被害が出た場
合や、長期避難者や、立入禁止区域内などを含めて復旧の状況確認を行うと状況確認が長期化するため、そのよう
な場合を分母から除くために、ＢとＣを記載している。つまり、Ｄは、迅速に復旧可能となる消費先に限定するた
めのもの。例によれば、1000戸の消費先のうち、70戸の被害確認、復旧確認は長期化するため、930戸に対しての被
害報告を行う。

容器流出は数字に変化があれば報告いただきたい。
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（２）中核充填所及び一般充填所へのお願い

①「震度５強」以上の地震が発生時した場合は、様式に基づきメール等にて経産省
石油流通課及び都道府県協会へ被害状況を通報する。

ただし、｢震度５弱｣以下において被害があった場合は、様式１に基づきメール等に
て経産省石油流通課及び都道府県協会へ被害状況を通報する。

また、報告した後、被害状況が変化した場合は、随時通報する。

②風水害・雪害・津波等が発生した場合は、通報判断の条件を数値的に取り決め
る事が出来ないことから、被害があった場合は、様式１に基づきメール等にて速報
として経産省石油流通課及び都道府県協会へ被害状況を通報する。

一般充填所

③地震及び風水害・雪害・津波等が発生した場合は、被害があった場合は、様式２
に基づきメール等にて速報として都道府県協会へ被害状況を通報する。

中核充填所
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※災害時の被災状況報告については、身の安全の確保を第一にしたうえで、
ご報告の協力をお願いいたします。
※災害時の被災状況報告については、身の安全の確保を第一にしたうえで、
ご報告の協力をお願いいたします。

様式１
中核充填所 被災状況報告書

様式２
一般充填所 被災状況報告書
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１．ＬＰガス事故発生状況について

２．「液化石油ガス安全高度化計画２０３０」について

３．「ＬＰガス安心サポート推進運動」について

４．最近の法令改正等について

５．災害対応について

６.  その他



• 平成１７年の改訂から１４年ぶりに内容を⾒直し、現在の
法令等を盛り込んでおります。

• 本書は、フルカラーでイラストなどを⽤いて分かりやすい
内容となっております。

• 疑問・問題点はＱ＆Ａ方式になっており、２２１問、掲載
されております。

• 是非、保安教育資料等としてご活⽤ください︕

（１）保安関係書籍のご案内

１部 ２,４００円 （消費税込／送料・梱包料別）
令和元年５⽉発⾏

これならわかる︕ＬＰガス設備⼯事Ｑ＆Ａ ２０１９改訂版

目 次

第１章 資格・申請・届出関係

第２章 容器設備関係

第３章 調整器、高圧ホース、メータガス栓、ガスメータ関係

第４章 供給管・配管関係

第５章 ガス栓、接続具、燃焼器具関係

第６章 その他
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１部 ２,２００円 （消費税込／送料・梱包料別）
平成２９年１０⽉発⾏

供給開始時等マニュアル＆保安業務における疑問・問題点第３次改訂版
目 次

項目供給開始時等マニュアル

Ⅰ 供給開始時点検・調査前の確認事項

Ⅱ 供給開始時点検・調査に向けての予備知識

Ⅲ 点検・調査に係る項目（規則関係）

Ⅳ ＬＰガス設備点検・調査票例

Ⅴ 点検・調査に係る項目及び判定基準

Ⅵ 質量販売の保安業務

Ⅶ 周知

Ⅷ 参考資料

Ⅸ 保安業務における疑問・問題点（１４８問）

① 供給開始時点検・調査関連

② 容器交換時等供給設備点検関連

③ 供給設備点検・消費設備調査関連

④ 周知関連

⑤ 緊急時対応・連絡関連

⑥ 不在・拒否関連

⑦ 保安業務用機器関連

⑧ 帳簿関連

⑨ 期限管理関連

⑩ 設備設置基準関連

⑪ 火気・保安距離関連

⑫ 14 条書面等販売（事業）関連

⑬ 法解釈関連

⑭ その他 92



ＬＰガス質量販売 解釈マニュアルおよびＱ＆Ａ改訂版

目 次

①液化石油ガス法における体積販売と質量販売の違いについて

②消費形態における液化石油ガス法と高圧ガス保安法の区分

③液化石油ガス法における質量販売

④液化石油ガス法における質量販売の消費形態【例】

⑤液化石油ガス法におけるお客様との取引について

⑥液化石油ガス法における保安業務

⑦帳簿

⑧高圧ガス保安法における質量での販売

⑨高圧ガス保安法における消費形態【例】

⑩移動の基準

⑪液化石油ガス法、質量販売に関する関係条文

⑫高圧ガス保安法（すべての質量での販売）に関する関係条文

⑬山小屋等における特則承認（参考資料）

（申請様式の記載例が含まれています）

⑭質量販売に関するＱ＆Ａ（参考資料）

参考 質量販売に関する事故（液化石油ガス法関係）

１部 ２,0００円 （消費税込／送料・梱包料別）
平成２６年９⽉発⾏
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１. 配信期間

配信開始 １０月７日（金）１３：００ ～ 配信終了 １１月６日（日）１７：００

※上記の配信期間を予定しておりますが、変更になる場合もございますのでご了承ください。

※オンデマンド講習会については下記をご参照ください。

２．講習内容（講習時間はそれぞれ４５～６０分間になります）

①「最近のＬＰガス保安行政について」

経済産業省 産業保安グループ ガス安全室 室長補佐 堀 琢磨 氏

②「ガス機器の設置基準及び実務指針（黒本）」の改訂ポイントについて

(一財)日本ガス機器検査協会 植木 孝 氏

③「自然災害（地震・風水災）におけるＬＰガス事業者への影響と対策について」

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント㈱ リスク調査部プロパティＧ

上席コンサルタント／技術士（化学部門）・労働安全コンサルタント 玉田 真也 氏

３．受 講 料 １事業所につき ６，０００円

※視聴される事業所ごとにお申込ください。

４．申込方法 申込書（別紙）に所定事項を入力、E ﾒｰﾙ(info4@japanlpg.or.jp)にてご送信ください。

※申込書はエクセル版でお願いします。

申込書は全Ｌ協ホームページからダウンロード可能です。

お申込いただいた場合、オンデマンド配信用のＵＲＬ等は１０月４日よりＥメールにて送信を予定しており
ます。

※詳細はホームページをご確認ください。

（２）令和４年度第２回保安講習会の開催について（ご案内）
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全Ｌ協会では、会員サイトを設け、法令・制度改正などの最新の情報や、協会の自主活動についての状
況等を、ホームページに日々更新して、詳細な情報を提供しております。ＬＰガス販売事業者様にとって、
重要でありお役に立つ情報が満載ですので、毎週１回など、定期的に更新状況をご確認ください。

【ホームページアドレス】 https://www.japanlpg.or.jp/

○ 全国ＬＰガス協会ホームページ

会員サイト
ユーザー名：japanlpg  
パスワード：jlsa2009

①書籍販売、スタンド用品はこちらからご注文を受けております。
②会員サイトに会員案内文書等を掲載しています。

①
②
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